
事故災害対策編

滋賀県地域防災計画（事故災害対策編）新旧対照表

修 正 前 修 正 後
第１章 総則

第４節 本県の地勢等の状況

（略）

平成 21年 3月１日現在の本県の人口は、1,401,435人で、全国人口の約１％を占めてい
る。人口密度は、348.8人/ｋ㎡で、全国平均とほぼ同水準である。最近の人口増加率は全
国で最も高い水準にある。

本県の面積 4,017ｋ㎡のうち琵琶湖が 670ｋ㎡（16.7％）を占めている。利用形態別面
積については、森林が 2,049ｋ㎡（51.0％）で最も多く、次いで、水面・河川・水路が 792
ｋ㎡（19.7％）、農用地が 542ｋ㎡（13.5％）、宅地が 258ｋ㎡（6.4％）となっている。
県内の鉄道は、ＪＲ東海道新幹線、東海道本線（琵琶湖線）、北陸本線、草津線、湖西線

と近江鉄道、京阪電鉄大津線（京津線、石山坂本線）、信楽高原鐵道などがある。道路は、

平成 19年４月１日現在で国道が 642.0ｋｍ、県道 1,841.5ｋｍ、市町道 9,490.0ｋｍで、そ
の合計は 11,973.5ｋｍであり、このほかに名神、新名神、北陸の３本の高速自動車道があ
る。１日当たりの上り線下り線の交通量の最も多い区間は、名神では草津 JCT～瀬田東間
の約 93,600台、北陸では米原 JCT～米原間の約 27,400台である。琵琶湖の水上交通につ
いては、琵琶湖汽船（株）、（株）オーミマリンが定期航路等を運航している。

（資料：統計課）

第１章 総則

第４節 本県の地勢等の状況

（略）

平成 22年 3月 1日現在の本県の推計人口は、1,401,978人で、全国人口の約 1％を占め
ている。人口密度は、349.1人/km2で、全国平均とほぼ同水準である。最近の人口増加率

は全国で最も高い水準にある。

本県の面積 4,017km2のうち琵琶湖が 670km2（16.7％）を占めている。利用形態別面積
については、森林が 2,048km2（51％）で最も多く、次いで、水面・河川・水路が 792km2

（20％）、農用地が 539km2（13％）、宅地が 260km2（6％）となっている。
県内の鉄道は、ＪＲ東海道新幹線、東海道本線（琵琶湖線）、北陸本線、草津線、湖西線

と近江鉄道、京阪電鉄大津線（京津線、石山坂本線）、信楽高原鐵道などがある。道路

は、平成 20 年 4 月 1 日現在で国道が 650.3km、県道 1,843.8km、市町村道 9,545.1km
で、その合計は 12,039.2km であり、このほかに名神、新名神、北陸の３本の高速自動車
道がある。１日当たりの上り線下り線の交通量の最も多い区間は、名神では草津ＪＣＴ～

瀬田東間の約 98,900台、北陸では米原ＪＣＴ～米原間の約 26,100台である。琵琶湖の水
上交通については、琵琶湖汽船（株）、近江トラベル（株）が定期航路等を運航している。

（資料：統計課および県民生活課）
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事故災害対策編

修 正 前 修 正 後
第２章 湖上災害対策計画

《本県の現状》

県土の中央にある琵琶湖は、貴重な水資源であるだけでなく、水産資源、観光資源や水

上交通としての機能を有している。琵琶湖の水上交通については、琵琶湖汽船（株）、（株）

オーミマリンが 13隻の船舶を所有して定期航路等を運航している。また、動力付き漁船が
931隻（平成 19年 12月 31日現在）、動力付きプレジャーモーターボートが 4,581隻（平
成 20年３月 31日現在）ある。
（資料：琵琶湖汽船（株）、（株）オーミマリン、日本小型船舶検査機構、水産課）

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

■ 湖上災害発生時の情報連絡系統図

船舶運航事業者

事故原因者

事故発見者

119

消防本部・署

警察庁

近畿管区警察局

警察署

110

県警察本部

環境・総合事務所

国土交通省
（近畿運輸局）

安全防災・危機管理調整官

06-6949-6412

運航労務監理官

06-6949-6415

（琵琶湖河川事務所）

077-546-0844

県

防災危機管理局

077-528-3432

河港課

077-528-4152

市町

消防庁

応急対策室

03-5253-7527

地元関係機関
（医師会等）

他消防本部

他市町

隣接府県

自衛隊

第３戦車大隊

0740-22-2581

関係防災機関

滋賀労働局
総務課

077-522-6647

災害拠点病院

第２章 湖上災害対策計画

《本県の現状》

県土の中央にある琵琶湖は、貴重な水資源であるだけでなく、水産資源、観光資源や水

上交通としての機能を有している。琵琶湖の水上交通については、琵琶湖汽船（株）、近

江トラベル（株）が 13 隻の船舶を所有して定期航路等を運航している。また、動力付き
漁船が 897隻（平成 20年 12月 31日現在）、動力付きプレジャーモーターボートが 4,497
隻（平成 21年３月 31日現在）ある。
（資料：琵琶湖汽船（株）、近江トラベル（株）、日本小型船舶検査機構、水産課）

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

■ 湖上災害発生時の情報連絡系統図

船舶運航事業者

事故原因者

事故発見者

119

消防本部・署

警察庁

近畿管区警察局

警察署

110

県警察本部

環境・総合事務所

国土交通省
（近畿運輸局）

安全防災・危機管理調整官

06-6949 -6412

運航労務監理官

06-6949 -6415

（琵琶湖河川事務所）

077-546-0844

県
防災危機管理局

077 -528-3432

河港課

077 -528-4152

市町

消防庁
応急対策室

03-5253 -7527

地元関係機関
（漁協・医師会等）

他消防本部

他市町

隣接府県

自衛隊
第３戦車大隊

0740-22-2581

関係防災機関

滋賀労働局
総務課

077 -522 -6647

災害拠点病院



事故災害対策編

修 正 前 修 正 後

船舶運航事業者

機関名 連絡窓口 所在地 電話番号

琵琶湖汽船（株） 船舶部 大津市浜大津５－

１－１

077-522-4115

㈱オーミマリン 彦根市安清町１１

－１２

0749-22-3310

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5402

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7703

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

第３章 航空機災害対策計画

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5402

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7703

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

船舶運航事業者

機関名 連絡窓口 所在地 電話番号

琵琶湖汽船（株） 船舶部 大津市浜大津５－１

－１

077-522-4115

近江トラベル（株） 業務部

旅客船課

彦根市松原町３７５

５

0749-22-0619

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5404

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7702

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

第３章 航空機災害対策計画

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5404

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7702

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012



事故災害対策編

修 正 前 修 正 後
第４章 鉄道災害対策計画

《本県の現状》

県内の鉄道は、JR 東海道新幹線、東海道本線（琵琶湖線）、北陸本線、草津線、湖西線
と近江鉄道、京阪電鉄大津線（京津線、石山坂本線）、信楽高原鐵道などがある。

平成 19年度の JRの 1日平均旅客乗車数は、298,100人で、琵琶湖線沿線の各駅での乗
車数が多く、なかでも大津駅、石山駅、瀬田駅、南草津駅、草津駅、近江八幡駅では 1 万
5千人を超えているが、北陸本線や、湖西線の志賀駅以北では、1,000人未満の駅が多くあ
る。

（資料：交通政策課）

鉄道運航事業者
機関名 連絡窓口 所在地 電話番号

西日本旅客鉄道㈱京都

支社

施設課 京都市南区西九条北ノ

内町５－５

075-682-8031

東海旅客鉄道㈱東海鉄

道事業本部

管理部総務課 名古屋市中村区名駅１

－１－１４

052-564-2396

東海旅客鉄道㈱関西支

社

管理部総務課 大阪市淀川区西中島５

丁目５－１５

06-6302-5037

京阪電気鉄道㈱ 総務部庶務課 大阪市中央区城見１丁

目２番２７号

06-6944-2521

京阪電気鉄道㈱運輸事

業本部

大津運輸部営

業課

大津市浜大津１－２－

１８

077-522-4521

近江鉄道㈱ 総務課 彦根市安清町１１－１

２

0749-22-3301

信楽高原鐵道㈱ 甲賀市信楽町長野１９

２

0748-82-3391

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5402

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7703

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

第４章 鉄道災害対策計画

《本県の現状》

県内の鉄道は、JR 東海道新幹線、東海道本線（琵琶湖線）、北陸本線、草津線、湖西線
と近江鉄道、京阪電鉄大津線（京津線、石山坂本線）、信楽高原鐵道などがある。

平成 20年度の JRの 1日平均旅客乗車数は、301,966人で、琵琶湖線沿線の各駅での乗
車数が多く、なかでも大津駅、石山駅、瀬田駅、南草津駅、草津駅、守山駅および近江八

幡駅では 1 万 5 千人を超えているが、北陸本線や、湖西線の志賀駅以北では、1,000 人未
満の駅が多くある。

（資料：交通政策課）

鉄道事業者
機関名 連絡窓口 所在地 電話番号

西日本旅客鉄道㈱京都

支社

施設課 京都市南区西九条北ノ

内町５－５

075-682-8031

東海旅客鉄道㈱東海鉄

道事業本部

管理部総務課 名古屋市中村区名駅１

－１－１４

052-564-2396

東海旅客鉄道㈱関西支

社

管理部総務課 大阪市淀川区西中島５

丁目５－１５

06-6302-5037

京阪電気鉄道㈱ 経営統括室総

務担当

大阪市中央区大手前一

丁目７－３１号

06-6944-2521

京阪電気鉄道㈱大津鉄

道事業本部

大津鉄道事業

部営業課

大津市錦織２丁目７－

１６

077-522-4521

近江鉄道㈱ 総務課 彦根市安清町１１－１

２

0749-22-3301

信楽高原鐵道㈱ 甲賀市信楽町長野１９

２

0748-82-3391

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5404

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7702

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012
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事故災害対策編

修 正 前 修 正 後
第２節災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

第５章 道路災害対策計画

《本県の現状》

県内の道路は、平成 19 年４月１日現在で国道が 642.0km、県道 1,841.5km、市町道
9,490.0kmで、その合計は 11,973.5kmであり、このほかに名神、新名神、北陸の３本の
高速自動車道がある。また、自動車保有台数は平成 20 年３月末現在 957,250 台となり、
前年と比べると微減となった。

なお、県内では 13のバス会社が乗合バスを運行している。
（資料：（社）滋賀県バス協会、統計課）

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5402

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7703

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

第６章 危険物等災害対策計画

《本県の現状》

事故の発生原因となり、また事故の拡大要因ともなる危険物等施設は、多種類にわたり、

県内に広範囲に分布している。

危険物製造所等は、平成 20年３月末現在 6,853箇所（完成検査済証交付施設数）あり、
内訳は製造所が 104箇所、貯蔵所が 4,802箇所、取扱所が 1,947箇所となっている。
また、火薬類製造所・火薬庫は 22 箇所、高圧ガス製造所・貯蔵所（空気を除く 1MPa
以上の圧縮ガス、0.2MPa以上の液化ガスを製造する事業所および 300m3以上貯蔵する貯

蔵所）は 1,433箇所、放射性同位元素等取扱事業所は 78箇所となっている。
（資料：防災危機管理局）

第２節災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

第５章 道路災害対策計画

《本県の現状》

県内の道路は、平成 20年 4月 1日現在で国道が 650.3km、県道 1,843.8km、市町村道
9,545.1kmで、その合計は 12,039.2kmであり、このほかに名神、新名神、北陸の３本の
高速自動車道がある。また、自動車保有台数は平成 21 年３月末現在 954,021 台となり、
前年から減少となった。

なお、県内では 11のバス会社が乗合バスを運行している。
（資料：（社）滋賀県バス協会、統計課）

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5404

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7702

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

第６章 危険物等災害対策計画

《本県の現状》

事故の発生原因となり、また事故の拡大要因ともなる危険物等施設は、多種類にわたり、

県内に広範囲に分布している。

危険物製造所等は、平成 21年３月末現在 6,727箇所（完成検査済証交付施設数）あり、
内訳は製造所が 104箇所、貯蔵所が 4,719箇所、取扱所が 1,904箇所となっている。
また、火薬類製造所・火薬庫は 23 箇所、高圧ガス製造所・貯蔵所（空気を除く 1MPa
以上の圧縮ガス、0.2MPa以上の液化ガスを製造する事業所および 300m3以上貯蔵する貯

蔵所）は 1,502箇所、放射性同位元素等取扱事業所は 72箇所となっている。
（資料：防災危機管理局）



事故災害対策編

修 正 前 修 正 後

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5402

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7703

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

第７章 毒物劇物災害対策計画

《本県の現状》

毒物及び劇物取締法で指定されている毒物・劇物は毒性の強い物質であり、小事故でも

初期の扱いを誤った場合は、大規模な事故につながる可能性があるため、これらの取り扱

いは法律で厳しく規制されている。県内の「毒物劇物営業者等」および「要届出業務上取

扱者」の数は 882 件（平成 20 年 3月 31 日現在）となっている。

（資料：医務薬務課）

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5404

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7702

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

第７章 毒物劇物災害対策計画

《本県の現状》

毒物及び劇物取締法で指定されている毒物・劇物は毒性の強い物質であり、小事故でも

初期の扱いを誤った場合は、大規模な事故につながる可能性があるため、これらの取り扱

いは法律で厳しく規制されている。県内の「毒物劇物営業者等」および「要届出業務上取

扱者」の数は 871 件（平成 21 年 3月 31 日現在）となっている。

（資料：医務薬務課）

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡



事故災害対策編

修 正 前 修 正 後

■毒物劇物災害発生時の情報連絡系統図

健康福祉事務所等

名称 連絡窓口 電話番号

大津保健所 保健総務課 077-522-6757

南部環境・総合事務所

南部健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

077-567-5402

077-562-3526

甲賀環境・総合事務所

甲賀健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

0748-63-6102

0748-63-6149

東近江環境・総合事務所

東近江健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

0748-22-7703

0748-22-1266

■毒物劇物災害発生時の情報連絡系統図

健康福祉事務所等

名称 連絡窓口 電話番号

大津保健所 保健総務課 077-522-6757

南部環境・総合事務所

南部健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

077-567-5404

077-562-3526

甲賀環境・総合事務所

甲賀健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

0748-63-6102

0748-63-6149

東近江環境・総合事務所

東近江健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

0748-22-7702

0748-22-1266

事故原因者

（事業者）

事故発見者

119

消防本部・署 市町

県
防災危機管理局

077-528-3432

医務薬務課

077-528-3634

他市町

警察庁

隣接府県

地元関係機関

（医師会等）

他消防本部

関係防災機関
事故関係防災機関

（道路管理者等）

関係省庁

厚生労働省

03-5253-1111

近畿管区警察局

滋賀労働局
総務課

077-522-6647

110

県警察本部

警察署

自衛隊
第３戦車大隊

0740-22-2581

消防庁
応急対策室

03-5253-7527

災害拠点病院

環境・総合事務所

健康福祉事務所環境・総合事務所

事故原因者

（事業者）

事故発見者

119
消防本部・署 市町

県
防災危機管理局

077-528-3432
医務薬務課

077-528-3634

他市町

警察庁

隣接府県

地元関係機関

（医師会等）

他消防本部

関係防災機関
事故関係防災機関

（道路管理者等）

関係省庁

厚生労働省

03-5253-1111

近畿管区警察局

滋賀労働局
総務課
077-522-6647

110

県警察本部

警察署

自衛隊
第３戦車大隊

0740-22-2581

消防庁
応急対策室

03-5253-7527

災害拠点病院



事故災害対策編

修 正 前 修 正 後
湖東環境・総合事務所

湖東健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

0749-27-2202

0749-22-1770

湖北環境・総合事務所

湖北健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

0749-65-6602

0749-65-6664

高島環境・総合事務所

高島健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

0740-22-6012

0740-22-2525

第８章 大規模な火事災害対策計画

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5402

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7703

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

第９章 林野火災対策計画

《本県の現状》

本県の面積 4,017km2 のうち、森林は 2,048km2（51.0％）とほぼ半分を占め、木材資
源の供給、県土の保全、水資源のかん養等重要な役割を果たしている。また、本県の森林

は、歴史的な経緯などから荒廃地があちこちで見られたが、明治以降昭和 40 年代にかけ
て、特に治山・造林事業において森林の復興を進めてきた結果、ほとんどの森が緑を取り

戻している。

（資料：森林政策課）

第１節 災害予防対策

第３ 防火意識の高揚

（略）

（乾燥注意報発令回数）

湖東環境・総合事務所

湖東健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

0749-27-2202

0749-22-1770

湖北環境・総合事務所

湖北健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

0749-65-6602

0749-65-6664

高島環境・総合事務所

高島健康福祉事務所

総務課

健康衛生課

0740-22-6012

0740-22-2525

第８章 大規模な火事災害対策計画

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

環境・総合事務所

名称 連絡窓口 電話番号

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5404

甲賀環境・総合事務所 総務課 0748-63-6102

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7702

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所 総務課 0749-65-6602

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

第９章 林野火災対策計画

《本県の現状》

本県の面積 4,017km2のうち、森林は 2,048km2（51％）とほぼ半分を占め、木材資源
の供給、県土の保全、水資源のかん養等重要な役割を果たしている。また、本県の森林は、

歴史的な経緯などから荒廃地があちこちで見られたが、明治以降昭和 40 年代にかけて、
特に治山・造林事業において森林の復興を進めてきた結果、ほとんどの森が緑を取り戻し

ている。

（資料：森林政策課）

第１節 災害予防対策

第３ 防火意識の高揚

（略）

（乾燥注意報発令回数）



事故災害対策編

修 正 前 修 正 後
平成 16年 53回 平成 17年 30回 平成 18年 11回
平成 19年 40回 平成 20年 16回

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

■林野火災発生時の情報連絡系統図

森林整備事務所等

名称 連絡窓口 電話番号

西部･南部森林整備事務

所

077-527-0655

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5402

甲賀環境・総合事務所

甲賀森林整備事務所

総務課 0748-63-6102

0748-63-6116

平成 17年 30回 平成 18年 11回 平成 19年 40回
平成 20年 16回 平成 21年 23回

第２節 災害応急対策

第１ 発災直後の情報の収集・連絡

■林野火災発生時の情報連絡系統図

森林整備事務所等

名称 連絡窓口 電話番号

西部･南部森林整備事務

所

077-527-0655

南部環境・総合事務所 総務課 077-567-5404

甲賀環境・総合事務所

甲賀森林整備事務所

総務課 0748-63-6102

0748-63-6116

被害林野の関係機関
（管理者、所有者等）

火災原因者

火災発見者

119

消防本部・署

他消防本部

市町

県
防災危機管理局

077-528-3432

森林保全課

077-528-3931

他市町

警察庁

自衛隊
第３戦車大隊

0740-22-2581

隣接府県

消防庁
応急対策室

03-5253-7527

林野庁

近畿管区警察局

滋賀労働局
総務課
077-522-6647

110

県警察本部

地元関係機関
（医師会等）

関係防災機関

警察署

災害拠点病院

環境・総合事務所

森林整備事務所

被害林野の関係機関
（管理者、所有者等）

火災原因者

火災発見者

119

消防本部・署

環境・総合事務所

他消防本部

市町

県
防災危機管理局

077-528-3432

森林保全課
077-528-3931

他市町

警察庁

自衛隊
第３戦車大隊

0740-22-2581

隣接府県

消防庁
応急対策室

03-5253-7527

林野庁

近畿管区警察局

滋賀労働局
総務課

077-522-6647

110

県警察本部

地元関係機関
（医師会等）

関係防災機関

警察署

災害拠点病院



事故災害対策編

修 正 前 修 正 後
東近江環境・総合事務所

東近江森林整備事務所

総務課 0748-22-7703

0748-22-7718

湖東環境・総合事務所

湖東森林整備事務所

総務課 0749-27-2202

0749-27-2217

湖北環境・総合事務所

湖北森林整備事務所

総務課 0749-65-6602

0749-65-6616

高島環境・総合事務所

高島森林整備事務所

総務課 0740-22-6012

0740-22-6033

各章

第２節 災害応急対策

第５ 医療救護活動

（１）医療救護活動

ウ 第 3フェーズ（3日以降）

市町、県は保健活動を行う。

東近江環境・総合事務所 総務課 0748-22-7702

中部森林整備事務所 0748-22-7718

湖東環境・総合事務所 総務課 0749-27-2202

湖北環境・総合事務所

湖北森林整備事務所

総務課 0749-65-6602

0749-65-6616

高島環境・総合事務所 総務課 0740-22-6012

各章

第２節 災害応急対策

第５ 医療救護活動

（１）医療救護活動

ウ 第 3フェーズ（3日以降）

市町、県は防疫および保健衛生活動を行う。
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